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カーボンニュートラル・アクションプランの必要性

⚫ 2050年カーボンニュートラルや2030年度の削減目標を実現するためには、大企業のみ
ならず中小企業も脱炭素化を進めていくことが必要。

⚫ カーボンニュートラルの流れの中、中小企業の多くは自社の経営に何らかの影響があると
感じつつも、具体的な方策については検討が及んでいない状況であり、支援機関のサ
ポートが不可欠。

⚫ 経済産業省では、中小企業団体や金融機関等の支援機関が、2050年カーボン
ニュートラルに向けて会員企業等の脱炭素化と持続的な成長を支援する取組を「カー
ボンニュートラル・アクションプラン」としてとりまとめて公表する予定。

(注1)アンケート回答企業総数5,297社のうち、各想定事象に全て
無回答とした541社を除いた4,756社を分母として割合算出。
（注2）四捨五入の関係で合計が100％にならない場合がある。
（以降同様） 出典： 商工中金「中小企業のカーボンニュートラルに関する意識調査（2021年7月調査）」

【カーボンニュートラルの影響への方策検討状況】【各想定事業の影響の有無】
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カーボンニュートラル・アクションプランの策定例

⚫ カーボンニュートラル・アクションプランには、2050年カーボンニュートラルに向けて会員企
業等の脱炭素化と持続的な成長を支援する「支援機関による取組」を盛り込んでいた
だくことを想定。

 「支援機関による取組」の例

・省エネ・温暖化対策に関する情報収集・情報提供
・相談対応
・セミナーや説明会、イベントの開催
・経営指導員の研修内容への省エネや温室効果
ガス排出量削減の盛り込み

・CO2チェックシートの配布
・専門家派遣
・補助金等の計画策定・申請実施に向けた支援
・J-クレジット制度におけるプログラム型プロジェクト
のとりまとめ

 想定する支援機関

商工会・商工会議所、中小企業組合、商店街組合、金融機関、士業・民間コンサル 等

取組によって目指すビジョン

2050年カーボンニュートラルに向けた会員企業等の脱炭素化と持続的な成長
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カーボンニュートラル・アクションプラン策定・公表のメリット

⚫ カーボンニュートラル・アクションプランを策定・公表することで、会員企業等と支援機関の
双方にメリットがあり、企業の脱炭素経営やカーボンニュートラルへの取組が促進されるこ
とが期待できる。

会 員 企 業 等

・身近な支援機関の支援内容を知ることがで
きる。

・支援内容を踏まえて具体的な相談をするこ
とができる。

・カーボンニュートラル・アクションプランに基づく
豊富な支援を受けることができる。

支 援 機 関

・支援内容を広く周知することができる。

・カーボンニュートラルに向けた計画的な支援
内容の検討につながる。

・多くの事業者の相談を受けることで、事業
者が抱える課題の把握や、相談対応スキル
の向上につながる。

・他の支援機関の取組を知ることができる。
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カーボンニュートラル・アクションプランの公表にあたって

⚫ カーボンニュートラル・アクションプランを公表する際は、以下の登録フォームに支援内容等
をご記入いただきご登録ください。

⚫ 登録いただいた内容をとりまとめ、経済産業省HPにて公表いたします。

連絡・問合せ先

経済産業省 産業技術環境局 環境経済室
中小企業支援機関によるカーボンニュートラル・アクションプラン担当

TEL：03-3501-1770

 登録フォーム

https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/kankyokeizai/cnactionplan
※必要事項を記入し、「確認」ボタンと更に次ページで「登録」ボタンを押下いただくと受理されますので、
経済産業省環境経済室への連絡は不要です。

https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/kankyokeizai/cnactionplan
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【参考】 商工会議所の環境アクションプラン

商工会議所 環境アクションプラン https://eco.jcci.or.jp/usefullink

会議所名 管轄地域 策定・更新時期 環境アクションプラン 概要・特徴

秋田商工会議所 秋田県秋田市 ー 非公開

東京商工会議所 東京都23区 2019年5月 ともに取り組む「身の丈エコ」
・会員企業向けのセミナー・イベント開催
・経営指導員の研修に省エネ盛り込み
・情報発信等

立川商工会議所 東京都立川市 2015年4月 みんなでつくる活き活きとした立川プロジェクト
・立川の独自性を活かしたプロジェクトの検討・推進
・省エネ体験プロジェクトの推進
・情報収集・提供等

大和商工会議所 神奈川県大和市 経営課題の解決 with SDGs
・SDGｓ経営の観点から
・大川印刷のゼロカーボンプリント（自社の排出量を予めオフセットし、
CO2ゼロ印刷として顧客に選ばれるように）

名古屋商工会議所 愛知県名古屋市 2019年3月 会員企業の持続可能な成長をサポート

・セミナー開催
・情報提供
・名商ecoクラブ（無料で会員になることができ、優先的にイベントに参加可
能など）

大府商工会議所 愛知県大府市 ー 非公開

龍野商工会議所 兵庫県たつの市 2021年3月 「経済と環境の両立」を掲げて ・情報提供

京都商工会議所 京都府京都市 2021年7月 持続可能な社会を支える環境経営と省エネ・再エネの推進
・セミナー開催
・情報提供
・企業事例あり

明石商工会議所 兵庫県明石市 2021年10月 地球規模で考え、無理せず足元から行動する
・日本商工会議所CO2チェックシート周知
・情報収集・情報提供
・エコアクション２１の取得支援

備前商工会議所 岡山県備前市 身近なエコ活。未来に向けて！
・日本商工会議所CO2チェックシート周知
・セミナー開催、情報収集・情報提供
・ISO 14001取得支援

広島商工会議所 広島県広島市 長期的・持続的な環境経営をサポート
・省エネチェックシート「ひろしま e シート」の普及
・セミナー開催、情報発信

山陽商工会議所
山口県山陽小野田市山陽地

区
ー 非公開

高知商工会議所 高知県高知市 2020年4月
「おらんくのストップ温暖化宣言事業者」として環境経営
を支援

・エコアクション２１の取得支援
・省エネアドバイザー派遣事業
・おらんくのストップ温暖化宣言（簡易な水準でも環境経営に着手している
企業に、自社の環境経営への取組みを宣言してもらい、宣言文をHP で公
開）

高松商工会議所 香川県高松市 ー 非公開

津久見商工会議所 大分県津久見市 2021年7月 地域・行政と連携し会員事業所の取組みを支援
・日本商工会議所CO2チェックシート周知
・国の補助金に関する情報提供と計画策定・申請・実施に向けた支援

https://eco.jcci.or.jp/usefullink#hokkaido_block　
https://www.tokyo-cci.or.jp/file.jsp?id=1017492
https://eco.jcci.or.jp/wp-content/themes/econavi/images/1705-tachikawa.pdf
https://eco.jcci.or.jp/wp-content/themes/econavi/images/1813-yamato.pdf
https://eco.jcci.or.jp/wp-content/themes/econavi/images/2201-nagoya.pdf
https://eco.jcci.or.jp/wp-content/themes/econavi/images/2814-tatsuno.pdf
https://eco.jcci.or.jp/wp-content/uploads/2021/08/2601kyoto_ap.pdf
https://eco.jcci.or.jp/wp-content/uploads/2021/10/2804akashi_ap.pdf
https://eco.jcci.or.jp/wp-content/uploads/2021/08/3309bizen_ap.pdf
https://eco.jcci.or.jp/wp-content/themes/econavi/images/3401-hiroshima.pdf
https://eco.jcci.or.jp/wp-content/themes/econavi/images/3901-kochi.pdf
https://eco.jcci.or.jp/wp-content/themes/econavi/images/4407-tsukumi.pdf

